
① 一時転用許可に当たり、次の事項をチェック

営農型太陽光発電設備について

一時転用許可を受け、農地に簡易な構造でかつ容易に撤去できる支柱を
立てて、上部空間に太陽光を電気に変換する設備を設置し、営農を継続し
ながら発電を行う事業をいう。

営農型太陽光発電設備の取扱いの主な内容
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・ 生産された農作物の品質に著しい劣化が生じていないこと
・ 下部の農地の活用状況が次の基準を満たしていること

営農の適切な継続とは

次のいずれかに該当するときは10年以内
・ 認定農業者等の担い手が下部の農地で営農を行う場合
・ 遊休農地を活用する場合
・ 第２種農地又は第３種農地を活用する場合

区分 右以外の場合 遊休農地を活用する場合

基準

a. b以外の場合
平均的な単収と比較しておおむね2割以上減
収しないこと 適正かつ効率的に利用さ

れていること。（農地の遊休
化、捨作りをしない）

b. 市町村で栽培されていない作物や生
産に時間を要する作物の場合

試験栽培の実績又は栽培理由書に記載した
単収より減少しないこと。

② 一時転用許可は、再許可が可能
 ・ 再許可では、従前の転用期間の営農状況を十分勘案
し総合的に判断

 ・ 自然災害や営農者の病気等やむを得ない事情により、
営農状況が適切でなかった場合は、その事情等を十分
勘案

 ・ 当初許可時には遊休農地であっても、再許可時には
遊休農地として扱わないことに留意

〇 下部の農地での営農の適切な継続が確実か

〇 毎年の栽培実績及び収支の報告が適切に行われるか
〇 農作物の生育に適した日照量を保つための設計であるか
〇 効率的な農業機械等の利用が可能な高さ(最低地上高2m以上)であるか
〇 地域計画の区域内の農地の利用集積等に支障がないとして協議の場での

合意が得られているか 等

「営農型太陽光発電」とは

③ 年に１回の報告により、農作物の生産
等に支障が生じていないかチェック

・ 報告の結果、営農に支障が生じている場合には、現
地調査を行い、改善措置等を指導。

・ 一時転用許可を受けた者が当該指導に従わない場合
は、是正勧告や原状回復命令等の措置。

一時転用許可

〇 一時転用期間が一定の期間内（通常３年以内）となっているか
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